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住宅ローン規約 

 

 

本「住宅ローン規約」（以下「本規約」という）は、auじぶん銀行株式会社（以下「当行」

という）の住宅ローンを利用する個人（以下「借主」という）が、当行所定の手続きに基

づき当行との間に締結した住宅ローン契約に適用されます。本規約に定めのない事項につ

いては、別途締結する「不動産抵当権設定契約書兼連帯保証人に関する契約書」、当行所

定の方法により掲示する「au じぶん銀行取引規約」に付随して当行が定め、当行ウェブサ

イトに掲示する他の規約、方針等によるものとします。 

 

第 1条 借入金利および基準金利 

1. 本規約に基づき借主に適用される金利を借入金利といい、借入金利変更の基準となる

金利を基準金利（以下変動金利、固定金利いずれも「基準金利」という）といいます。

借入金利は、本条第 5 項の金利の引下げ、もしくは本条第 7 項の金利の引上げがなけ

れば、基準金利によるものとします。 

2. 変動金利における当行の基準金利は、毎年 4 月 1 日と 10 月 1 日を基準日と定め、年 2

回見直しを行うものとし、市場金利をもとに下記事項を勘案して当行独自の判断で決

定します。 

（1） 当行が住宅ローンの貸出資金を調達するためのコスト 

（2） 当行が住宅ローンの審査・販売に必要な事務および営業コスト 

（3） 当行の収益および金利情勢等 

当月の基準金利は、前月末日までに決定し、当行所定の方法により掲示します。基準

金利が大幅に変動した場合には、4 月１日、10 月１日以外の日に借入金利を変更する

場合があります。 

3. 固定金利特約における当行の基準金利は、市場金利をもとに下記事項を勘案して当行

独自の判断で決定します。このため、毎月掲示する基準金利は、金融市場の動向等に

連動して変更します。 

（1） 当行が住宅ローンの貸出資金を調達するためのコスト 

（2） 当行が住宅ローンの審査・販売に必要な事務および営業コスト 

（3） 当行の収益および金利情勢等 

当月の基準金利は、前月末日までに決定し、当行所定の方法により掲示します。 

4. お借入時の借入金利は、借入日現在の金利が適用されます。お借入以降の借入金利は、

変動金利で元利均等返済方式の場合には第 3 条、変動金利で元金均等返済方式の場合

には第 4条に、固定金利特約の場合には第 5条に、それぞれ従うものとします。 

5. 当行は、基準金利に対して当行所定の基準により、金利を引下げて適用することがで

きるものとします。また、本規約の他の条項にかかわらず、当行はいつでもその基準
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金利に対して金利の引下げを中止または変更することができるものとします。 

6. お借入時の借入金利は、借主が契約時に選択した当行所定のプランの引下幅が適用さ

れるものとします。借主が金利タイプを変更した場合の借入金利は、第 8 条に基づく

基準金利が適用され、金利引下幅については、特約終了後引下幅（固定）または特約

終了後引下幅（変動）のいずれかが適用されます。 

7. 借主が加入する団体信用生命保険の種類により金利の引上げがある場合は、基準金利

に対して金利を引上げして適用します。本条第 5 項の引下げが適用されている場合に

は、本項により基準金利に対して金利を引上げた金利から引下げするものとします。 

8. 本条第 1 項から第 7 項にかかわらず、金利情勢の変化その他相当の事由がある場合に

は、当行は借入金利を相当の範囲で変更することができるものとします。  

 

第 2条 返済用口座 

当行の円普通預金口座を、本規約に基づく元利金の返済用口座（以下「返済用口座」とい

う）とします。また、借主は本規約に基づく債務を完済するまで、返済用口座を解約する

ことはできません。なお、借入金額は返済用口座に入金後、続けてご指定の振込先へ入金

処理を行います。  

ただし、当行が認めた場合には、返済用口座を経由することなく、ご指定の振込先へ入金

処理を行います。 

 

第 3条 変動金利の適用（元利均等返済） 

1. 約定返済額について 

適用される金利が変動金利であって、元利均等返済方式の場合、お借入時の毎月の返

済額（以下、当行と取り決めた期日に返済する元金と利息の合計額を「約定返済額」

という）は、その適用日現在の元金残高、最終返済日（本規約に基づく債務の返済日

を以下「約定返済日」という）までの残存期間、借入金利等をもとに当行所定の方法

で計算するものとします。以降は、以下本条各項に基づき約定返済額が見直されるも

のとします。 

2. 変動金利の借入金利の変更 

（1） 適用される金利が変動金利であって、元利均等返済方式の場合、借入金利は、基

準金利をもとに、当該基準金利の変動に伴って以下各号に定めるところにより変

更されるものとします。ただし、基準金利が大幅に変動した場合には、以下に定

める基準日以外の日に借入金利を変更する場合があります。 

（2） 借入金利は、毎年 4月 1日と 10月 1日を基準日（休日の場合でも、毎年 4月 1日

と 10月 1日）とし、前回基準日の基準金利（基準日が 4月 1日の場合は前年 10

月 1日、基準日が 10月 1日の場合は当年の 4月 1日）とを比べ、差が生じた際は
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その差と同一幅で変更するものとします（以下、変更後の借入金利を「新借入金

利」という）。 

（3） 前号の 4月 1日の基準日に決まる新借入金利は、同年 6月の約定返済日の翌日か

ら、10月 1 日の基準日に決まる新借入金利は、同年 12月の約定返済日の翌日から

適用します（以下、6月の約定返済日の翌日および 12月の約定返済日の翌日を「借

入金利変更適用日」という）。 

（4） 当初期間引下げプランの場合、当初借入時に変動金利タイプを選択し、固定金利

特約タイプに変更せず、お借入後 5回目の 10月 1日の基準日が経過した場合の借

入金利は、借主が契約時に選択した金利タイプ変更後の変動金利タイプの引下幅

（特約終了後引下幅（変動））が適用されます。また、同様のプランで、当初借

入時に変動金利タイプを選択し、固定金利特約タイプに変更した場合の借入金利

は、金利タイプ変更後の固定金利特約タイプの引下幅（特約終了後引下幅（固定））

が適用されます。金利タイプ変更後の借入金利を「変更後借入金利」といいます。 

3.  借入金利の変更に伴う元利金返済額の変更 

（1） 適用される金利が変動金利であって、元利均等返済方式の場合、本条第 2 項 2 号

による借入金利の変更がある場合においても、お借入後5回目の 10月 1日および、

以後 5回目ごとの 10月 1日（以下「返済額変更基準日」という）を経過した本条

第 2項 3号の 12月の借入金利変更適用日まで、毎回の元利金返済額（半年毎の増

額返済日における元利金返済額を含む）は各基準日における金利変更前と同一と

します。ただし、元利金返済額の内訳である元金と利息の金額が各々変更となり

ます。 

（2） 当行は、借入後 5 回目の返済額変更基準日において、その借入金利、適用時期に

おける元金残高、残存期間、本条第 4 項の未払（未収）利息に基づき、新しい約

定返済額（以下「新元利金返済額」という）を算出するものとします。また、以

後、5回目毎の返済額変更基準日において同様に新元利金返済額を算出するものと

します。ただし、新元利金返済額は借入金利が上昇した場合においても、変更前

の元利金返済額の 125％を超えることはありません。なお、新元利金返済額適用後

に金利が変更された場合においても、前号に基づき毎回の元利金返済額は、その

後 5 回目の返済額変更基準日に本号に基づいて新元利金返済額が算出され、適用

されるまでの 5年間同一となります。 

（3） 前号の元利金返済額の変更は、本条 2 項 3 号の借入金利変更適用日直後の約定返

済日から適用するものとします。 

（4） 本項に従って借入金利・元利金返済額が変更された場合、当行は借主に対して原

則、変更後直後に到来する約定返済日以前に、変更後の借入金利・新元利金返済

額を当行所定の方法により通知します。 

4. 未払（未収）利息 
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(1) 本条第 2項の借入金利の変更により、新借入金利で計算された利息の額が毎月の 

元利金返済額を上回る場合があります。その場合の新借入金利で計算された利息

の額と毎月の返済額の差額を「未払（未収）利息」といいます。未払（未収）利

息が発生した場合、未払（未収）利息は翌月以降の返済額より支払うものとし、

その充当順序は、未払（未収）利息、その月の約定利息（返済利息）、元金の順

とします。以後の支払いについても、同様とします。 

(2) 前号の取扱いについては、毎回の元利金返済部分と半年毎増額返済部分は別に行

うものとします。 

(3) 第 12条の繰上返済を行う場合に未払（未収）利息があるときは、繰上返済日に返

済するものとします。 

(4) 最終回元利金返済額は、毎回の元利金返済額にかかわらず、残存元金とその利息

に未払（未収）利息を加えた金額とします。 

 

 第 4条 変動金利の適用（元金均等返済） 

1. 約定返済額について 

適用される金利が変動金利であって、元金均等返済方式の場合、お借入時の約定返済

額は、その適用日現在の元金残高、最終返済日までの残存期間、借入金利等をもとに

当行所定の方法で計算するものとします。以降は、以下本条各項に基づき約定返済額

が見直されるものとします。 

2. 変動金利の借入金利の変更 

（1） 適用される金利が変動金利であって、元金均等返済方式の場合、借入金利は、基

準金利をもとに、当該基準金利の変動に伴って以下各号の定めるところにより変

更されるものとします。ただし、基準金利が大幅に変動した場合には、以下に定

める基準日以外の日に借入金利を変更する場合があります。 

（2） 借入金利は、毎年 4月 1日と 10月 1日を基準日（休日の場合でも、毎年 4月 1日 

  と 10月 1日）とし、前回基準日の基準金利（基準日が 4月 1日の場合は前年 10 

   月 1日、基準日が 10月 1日の場合は当年の 4月 1日）とを比べ、差が生じた際は 

  その差と同一幅で変更するものとします。 

（3） 前号の 4 月 1 日である基準日に決まる新借入金利は、同年 6 月の約定返済日の翌

日から 12月の約定返済日まで適用します。10月 1日である基準日に決まる新借入

金利は、同年 12月の約定返済日の翌日から 6月の約定返済日まで適用します（以

下、6 月の約定返済日の翌日および 12 月の約定返済日の翌日を「借入金利変更適

用日」という）。 

（4） 当初期間引下げプランの場合、当初借入時に変動金利タイプを選択し、固定金利

特約タイプに変更せず、お借入後 5回目の 10月 1日の基準日が経過した場合の借

入金利は、借主が契約時に選択した金利タイプ変更後の変動金利タイプの引下幅
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（特約終了後引下幅（変動））が適用されます。また、同様のプランで、当初借

入時に変動金利タイプを選択し、固定金利特約タイプに変更した場合の借入金利

は、金利タイプ変更後の固定金利特約タイプの引下幅（特約終了後引下幅（固定））

が適用されます。 

3. 借入金利の変更に伴う元利金返済額の変更 

（1） 適用される金利が変動金利であって、元金均等返済方式の場合、本条 2項 2号、3

号による借入金利の変更がある場合には、借入金利変更適用日における借入金利、

元金残高、残存期間に基づき利息を算出し、新元利金返済額とします。元金均等

返済方式の場合、変更後の新元利金返済額の上限はありません。 

（2） 前号の元利金返済額の変更は、本条 2項 3号の借入金利変更適用日直後の約定返

済日から適用するものとします。 

（3） 借入金利・元利金返済額が変更された場合、当行は借主に対して原則、変更後直

後に到来する約定返済日以前に、変更後の借入金利・新元利金返済額を当行所定

の方法により通知します。 

 

第 5条 固定金利の適用 

1. 約定返済額について 

適用される金利が固定金利特約の場合、固定金利特約開始日から固定金利特約終了日

までの適用期間中は、固定金利の借入金利は変わらないものとし、その約定返済額は

固定金利特約適用開始日現在の元金残高、最終返済日までの残存期間、選択された固

定金利特約の借入金利等により当行所定の方法で計算します。なお、約定返済額の上

限はないものとします。 

2. 固定金利特約の適用期間 

（1） 固定金利特約は、当初借入日に当該特約を選択する場合を除き、当行所定の手続

終了後の直後の約定返済日の翌日から適用されるものとします。ただし、すでに

当該特約の締結により固定金利特約期間中である場合、および残存期間が当行所

定の固定金利特約期間よりも短い場合は除きます。 

（2） 固定金利特約開始日は、前号に基づき当初借入日または約定返済日の翌日とし、

固定金利特約終了日は、特約期間が経過する応当年月の約定返済日とします。た

だし、固定金利特約の開始日が当初借入日である場合、固定金利特約終了日は、

お借入日を起点としてご選択いただいた固定金利特約期間の年数に 12を掛けて算

出される返済回数が終了する約定返済日となります。 

3. 固定金利特約の借入金利・元利金返済額の通知 

固定金利特約が適用された場合、当行は借主に対して原則、固定金利特約が適用され

た直後に到来する約定返済日以前に、借入金利・元利金返済額を当行所定の方法によ

り通知します。 
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4. 連帯保証人は、借主が本条に従い、固定金利特約の選択を行うことについてあらかじ

め承認することとし、変更後の債務について引続き連帯保証の責めに任ずるものとし

ます。 

 

第 6条 元利金の計算方法（元利均等返済） 

1. 元利均等返済方式の場合の元利金の計算方式は、本条の定めによるものとします。た

だし、変動金利が適用されている場合において、借入金利変更時の元利金返済額の変

更は第 3条に基づくものとします。 

2. 利息は、約定返済日に後払いするものとし、毎月の元利金返済額および半年毎の増額

元利金返済額（借主が半年毎の増額返済を選択した場合に限る）は元金と利息の合計

額が均等となるように計算します。 

3. 利息は、原則として 1年を 12ヶ月として月割りで計算します。 

4. 毎月の返済部分の利息の計算は、「毎月返済部分の元金残高×借入金利（年利率）×

1/12」で計算します。 

5. 半年毎増額返済部分の利息の計算は、「半年毎増額返済部分の元金残高×借入金利（年

利率）×6/12」で計算します。ただし、端数月数が生じる場合には、「増額返済部分

の元金残高×借入金利（年利率）×1/12×端数月数」で計算します。 

6. 借入日から第 1 回約定返済日までの期間中に 1 ヶ月未満の端数日数がある場合や、第

12 条の繰上返済により端数日数が生じる場合等は、その端数日数の利息については、

当行所定の計算方法により毎月返済部分と半年毎増額返済部分に分けて 1 年を 365 日

として借入日を含めて日割りで計算し、第 1 回の元利金返済額または繰上返済額に加

えて返済するものとします。 

7. 半年毎の増額返済において、前回半年毎増額返済日と次回半年毎増額返済日までの間

に新借入金利の適用日がある場合の按分計算は、「半年毎増額返済部分の元金残高×

旧借入金利（年利率）×1/12×前回半年毎増額返済月から新借入金利適用月までの経

過月数」+「半年毎増額返済部分の元金残高×新借入金利（年利率）×1/12×新借入金

利適用月から次回半年毎増額返済月までの月数」で計算します。 

8. 最終回の約定返済額は、通常の約定返済額と異なる場合があります。 

9. 半年毎増額返済日は、毎月の約定返済額に加えて増額返済額を返済するものとします。 

 

第 7条 元利金の計算方法（元金均等返済） 

1. 元金均等返済方式の場合の元利金の計算方法は、本条の定めによるものとします。 

2. 利息は、約定返済日に後払いするものとし、毎月の元金返済額および半年毎の増額元

金返済額（借主が半年ごとの増額返済を選択した場合に限る）は、借入金額（毎月返

済部分、半年毎増額返済部分についてそれぞれ）を返済回数で均等に割った金額とし、
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これに本条の利息を合計した金額が毎月の元利金返済額および半年毎増額元利金返済

額となります。 

3. 利息は、原則として 1年を 12ヶ月として月割りで計算します。 

4. 毎月の返済部分の利息の計算は、「毎月返済部分の元金残高×借入金利（年利率）×

1/12」で計算します。 

5. 半年毎増額返済額の利息の計算は、「半年毎増額返済部分の元金残高×借入金利（年

利率）×6/12」で計算します。ただし、端数月数が生じる場合には、「増額返済部分

の元金残高×借入金利（年利率）×1/12×端数月数」で計算します。 

6. 借入日から第 1回約定返済日までの期間中に 1ヶ月未満の端数日数がある場合や、第

12条の繰上返済により端数日数が生じる場合は、当行所定の計算方法により毎月返済

部分と半年毎増額返済部分に分けて 1年を 365日として借入日を含めて日割りで計算

し、それぞれ、第 1回の元利金返済額または繰上返済額に加えて返済するものとしま

す。 

7. 半年毎の増額返済において、前回半年毎増額返済日と次回半年毎増額返済日までの間

に新借入金利の適用日がある場合の按分計算は、「半年毎増額返済部分の元金残高×

旧借入金利（年利率）×1/12×前回半年毎増額返済月から新借入金利適用月までの経

過月数」+「半年毎増額返済部分の元金残高×新借入金利（年利率）×1/12×新借入金

利適用月から次回半年毎増額返済月までの月数」で計算します。 

8. 半年毎増額返済日は、毎月の約定返済額に加えて増額返済額を返済するものとします。 

 

第 8条 金利タイプの変更 

1. 変動金利からの変更 

（1） 変動金利（元利均等返済方式の場合も元金均等返済方式の場合も含む。以下本条

において同じ。）から固定金利特約への変更は、変動金利の適用期間中、当行所

定の手続きにより行うことができるものとします。ただし、固定金利特約適用日

から最終返済期日までの借入期間が当行所定の適用期間より短い場合等、特別な

事情がある場合には、固定金利特約への変更はできないものとします。 

（2） 借主がこの変更の申し出をし、当行所定の手続きを完了した場合、適用される基

準金利は、原則申出日以降手続完了後最初に到来する約定返済日翌日における固

定金利特約の基準金利が適用されるものとします。変更後の借入金利は、借主が

契約時に選択した金利タイプ変更後の固定金利特約タイプの引下幅が適用され、

「変更後借入金利」は借主の申出日以降手続完了後の最初に到来する約定返済日

の翌日より適用するものとします。なお、延滞など特別な事情がある場合には、

金利タイプの変更はできないものとします。 

（3） 固定金利特約への変更は、当行所定の手続完了後は、原則取消できません。 

2. 固定金利からの変更 
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（1） 固定金利特約が適用されている場合、その固定金利特約期間の間は、変動金利へ

の変更、借入金利の変更ならびに固定金利特約期間の変更はできないものとしま

す。本項 2号の場合を除き、固定金利特約適用期間が終了した場合は、金利タイ

プは自動的に変動金利に変更され、適用される基準金利は、当該終了日の翌日に

おける基準金利が適用されます。また借入金利は借主が契約時に選択した金利タ

イプ変更後の変動金利タイプの引下幅が適用され、「変更後借入金利」は当該終

了日の翌日より適用するものとします。元利均等返済の場合、これにより、以後

借入金利が引上げられ、支払うべき利息が毎回の約定返済額を超える場合には、

第 3条 4項の未払（未収）利息に関する条項が適用されます。 

（2） 固定金利特約期間終了時に再度、固定金利特約を選択される場合には、借主は、

固定金利特約期間終了日の原則 10日前までに申し出をし、当行所定の手続きを完

了させることで、固定金利特約を選択することができます。なお、延滞など特別

な事情がある場合には、引続き固定金利特約を選択することはできないものとし

ます。ただし、次回約定返済日以降に、延滞など特別な事情が解消された場合に

は、再度、固定金利特約を選択することができるものとします。再度固定金利特

約を選択した場合の適用される基準金利は、原則申出日以降手続完了後の最初に

到来する約定返済日翌日における固定金利特約の基準金利が適用されるものとし

ます。変更後の借入金利は、借主が契約時に選択した金利タイプ変更後の固定金

利特約タイプの引下幅が適用され、「変更後借入金利」は借主の申出日以降手続

き完了後の最初に到来する約定返済日の翌日より適用するものとします。 

（3） 固定金利特約への変更は、当行所定の手続完了後は、原則取消できません。 

 

第 9条 約定返済について 

1. 毎月の約定返済日に、約定返済額を当行に返済するものとします。ただし、借主が半

年毎増額返済を選択した場合は、半年毎増額返済月の約定返済日には、半年毎増額返

済額を毎月の元利金返済額に加えて返済するものとします。 

2. 約定返済日が土、日、祝休日、12月 31日から 1月 3日の場合、およびその他法令で定

められた銀行の休日（以下「休日」という）にあたる場合は、当該休日直後の日を返

済日（ただし、直後の日が当該休日の場合は、翌日とする）とし、当行は、これを借

主が約定返済日に返済したものとして取扱います。 

3. 借主は毎月の約定返済日（前項に定める場合は、当該休日直後の日とする）の当行所

定の時間までに返済用口座に約定返済額相当額を預入れるものとし、当行は、約定返

済日に約定返済額を払戻請求書によらず、自動的に引落すことにより、返済に充当し

ます。ただし、返済用口座の残高が約定返済額に満たない場合には、当行はその一部

を返済にあてる取扱いはせず、その全額について返済は遅延するものとします。また、

返済用口座の残高が、約定返済額のほか第 12条に定める繰上返済等、当日に同口座か
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ら引落すべき金額の合計額に満たない場合には、当行は、任意の順序により引落すこ

とができるものとします。 

4. 毎回の約定返済額相当額の預入れが本条第 1 項に定める日（本条第 2 項の適用がある

場合は、本条第 2 項に定める日とする）より遅れた場合には、当行は毎回の約定返済

額と遅延損害金の合計額をもって前項と同様の取扱いができるものとします。当行は、

引落とす遅延損害金の額を、第 10条に定める遅延損害金の年率および約定返済日の翌

日から引落日までの実日数により算出するものとします。 

5. 返済用口座の残高が約定返済額に満たないために返済が遅延した場合は、当行は借主

の入金後いつでも返済用口座から返済金額を自動的に引落とすことができるものとし

ます。引落としの順序については、当行の任意の順序により、債務返済の支払いに充

当することができるものとします。 

6. 本条第 3 項の規定にかかわらず、約定返済日までに返済用口座の開設が未済の場合、

借主は、当行所定の時間までに、約定返済額相当額を当行指定の口座へ振込送金する

方法により返済をするものとします。なお、借主の、振込送金に当たっては、当行が

指定する借主を特定する事項を明示するものとし、かつ、振込手数料を負担するもの

とします。 

ただし、振込金額が約定返済額に満たない場合は、本条第 3 項ただし書と同様に、当

行はその一部を返済にあてる取扱いはせず、その全額について返済は遅延するものと

します。 

7. 前項ただし書の場合であっても、当行は借主が当行指定の口座へ振込送金した後いつ

でも、返済にあてることができるものとします。 

 

第 10条 遅延損害金 

1. 借主が約定返済額の支払いを遅延したときは、遅延している元金に対し、年 14％（1

年を 365日とし、日割りで計算する）の遅延損害金を支払うものとします。 

2. 前項にかかわらず、当行は、金利情勢の変化その他相当の事由がある場合には、遅延

損害金の割合を相当の範囲で変更することができるものとします。 

 

第 11条 期限の利益の喪失 

1. 借主について次の各号の事由が一つでも生じた場合には、当行からの通知、催告等が

なくても、借主は当然に本規約による債務全額について期限の利益を失い、本規約に

定める返済方法によらず、直ちに本規約による債務全額を返済するものとします。 

（1） 借主について、破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、もしくは特別清算

開始等の法的債務整理手続開始の申立があったとき 

（2） 借主が、手形交換所の取引停止処分を受けたとき 
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（3） 借主が、預金その他当行に対する債権について仮差押、保全差押えまたは差押の

命令、通知が発送されたとき 

（4） 借主が、住所変更の届出を怠る等借主の責めに帰すべき事由によって当行に借主

の所在が不明となったとき 

2. 次の各場合には、借主は、当行からの請求によって本規約による債務全額について期

限の利益を失い、本規約に定める返済方法によらず、直ちに本規約による債務全額を

返済するものとします。 

（1） 借主が、返済を遅延し、当行から書面による督促をしても、次の返済日までに元

利金（損害金を含む）を返済しなかったとき 

（2） 借主が第 29 条 1項のいずれかに該当し、もしくは第 29条の 2 項のいずれかに該

当する行為をし、または第 29条に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたこ

とが判明し、当行が借主との取引を継続することが不適切であると判断したとき 

（3） 借主が、当行取引上の他の債務について期限の利益を失ったとき 

（4） 借主が本規約のほか、当行所定の方法により掲示する「auじぶん銀行取引規約」

に付随して当行が定め、当行ウェブサイトに掲示する他の規約、方針等の一つに

でも違反したとき 

（5） 借主が、支払いを停止したとき 

（6） 担保の目的物について差押えまたは競売手続きの開始があったとき 

（7） 借主の当行に対する届出内容や書類提出に、故意による虚偽があると認められる

とき 

（8） 前各号のほか、借主の信用状態に著しい変化が生じる等元利金（損害金を含む）

の返済ができなくなる相当の事由が生じたとき 

（9） 抵当権につき権利の行使を妨げるような事実があった場合や、抵当権設定者が抵

当物件を譲渡等したとき 

（10） 連帯保証人に前項 1号または本項各号のいずれかの事由があるとき 

3. 借主が住所変更の届出を怠るなど借主の責めに帰すべき事由により、前項の請求が延

着しまたは到着しなかった場合は、通常到達すべきときに期限の利益が失われたもの

とします。 

4. 借主が本条の定めにより期限の利益を失った場合には、当行は、借主が開設している

返済用口座の入出金を禁止する等取引を制限できるものとします。 

 

第 12条 繰上返済 

借主は、第 9条に定める約定返済の他、当行所定の借主の手続きにより、延滞など特別な

事情がない限り、返済用口座に資金を預入れたうえで、最終回返済日以前に繰上返済をす

ることができるものとします。 

1. 一部繰上返済 
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（1） 借主は、毎回の約定返済額は変えずに最終返済期日を繰上げる方法（期間短縮型）、

または最終返済期日を変えずに毎回の約定返済額を減らす方法（返済額軽減型）

により、当行所定の手続きで繰上返済できるものとします。借入金利および返済

額に変更がある場合には、住宅ローンマイページの「返済予定明細」をご確認く

ださい。なお、約定返済が遅延しているときには一部繰上返済はできないものと

し、遅延している約定返済分（遅延損害金も含む）を返済した後に当行所定の手

続きにより繰上返済できるものとします。 

（2） 一部繰上返済を行った後の初回および最終回の約定返済額は、通常の約定返済額

と異なる場合があります。毎回の元利金返済額については、その繰上返済日直前

の約定返済日の翌日から繰上返済日までの、半年毎増額返済額についてはその繰

上返済日直前の半年毎増額返済月の約定返済日の翌日から繰上返済日までの、そ

れぞれの未払経過利息もあわせて支払うものとします。借主が指定した金額（た

だし、当行所定の金額以上とする）を借入金残額の一部として返済する場合、当

行所定の手数料はかかりません。ただし、固定金利特約期間中の全額繰上返済は

所定の手数料がかかります。 

2. 全額繰上返済 

借主が固定金利特約期間中に借入金残額の全額を一括して返済する場合、当行所定の

手数料をあわせて支払うものとします。毎回の元利金返済額について全額繰上返済す

る場合には、その繰上返済日直前の約定返済日翌日から繰上返済日までの未払経過利

息もあわせて支払うものとします。また、半年毎増額返済額については、その繰上返

済日直前の半年毎増額返済月の約定返済日の翌日から繰上返済日までの、それぞれの

未払経過利息もあわせて支払うものとします。 

 

第 13条 団体信用生命保険  

借主は、当行が所定の方法により、借主を被保険者とし、当行を保険契約者兼保険金受取

人とする団体信用生命保険（以下「団信」という）契約を生命保険会社と締結することに

同意したときは、連帯保証人とともに、以下の各号について承諾します。 

1. 借主は、団信契約を締結するにあたり、借主の同意を要する必要が生じたときは、当

行の要求があり次第直ちに必要な書類を作成することに協力するものとします。 

2. 借主が被保険者となれないこと、その他の理由により本条による保険契約の利益を受

けられない場合または利益を受けられなくなった場合についても、それについて当行

に何ら異議を述べないものとします。 

3. 借主または連帯保証人は、本条による債務の最終回返済日以前に、被保険者に保険契

約に定める保険事故が発生したときは、遅延なく当行に通知のうえその指示に従うも

のとします。 
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4. 前項により当行が生命保険会社から保険金を受領したときは、当行は受領金相当額の

借主の当行に対する債務につき期限のいかんにかかわらず返済があったものとして取

扱うものとします。 

5. 前項の場合、保険事故発生日の翌日以降約定返済日までの利息その他費用等不足する

金額については、借主は当行の請求があり次第直ちに支払うものとします。 

6. 万が一被保険者の告知義務違反により生命保険会社より当行が保険金の返還を請求さ

れたときは、借主は、返還すべき金額に相当する本規約による債務につき直ちに返済

するものとします。 

7. 万が一借主が当行に対する本規約による債務の返済を怠ったまま保険期間を経過する

場合は、借主は当行の請求により本保険期限の延長、または別に当行が指定する保険

会社と当行が借主を被保険者、当行を保険契約者兼保険金受取人、債務金額を保険金

額とし、保険期間を当行の任意とする生命保険を締結することに同意するものとしま

す。なお、この場合当行の支払う保険料、その他の費用は借主が負担するものとしま

す。 

8. 保険金額は、本規約およびその他すべての当行規約等による債務の金額を基準とし、

その算定は当行所定の算出方法によるものとします。 

9. 借主は、第 11条に定める他、次の一つにでも該当した場合には、当行の請求によって

本規約による債務全額について期限の利益を失い、直ちに本規約による債務全額を返

済します。 

（1） 借主が本条第 1項に定める同意を撤回し、または必要な書類を作成することに協

力しないため保険契約が締結できないとき 

（2） 借主の団信契約違反、その他借主の責めに帰すべき事由により、保険金が支払わ

れないことが明らかとなったとき 

10．借主は、健康上の理由（持病・既往症）等により、本条に定める団信にご加入できな

い場合でも、通常よりも引受基準を緩和した「ワイド団信」にご加入いただける場合

があります。借主は、ワイド団信の契約を生命保険会社と締結することに同意したと

きは、連帯保証人とともに、本条の各号について承諾します。また、ワイド団信にご

加入いただくにあたり、金利の引き上げがある場合は、基準金利に対して金利を引き

上げして適用します。 

 

第 14条  がん 50％保障団信/がん 100％保障団信/11疾病保障団信（生活習慣病団信） 

借主は、その選択に従い、当行が所定の方法により、借主を被保険者とし当行を保険契約

者とする、がん 50％保障団信およびがん 100％保障団信(正式名称は、いずれも団体信用生

命保険がん保障特約条項（2013）付団体信用生命保険長期入院時保障特約条項付団体信用

生命保険リビング・ニーズ特約条項付団体信用生命保険)、11疾病保障団信（生活習慣病団

信）（正式名称は、団体信用生命保険がん保障特約があわせて付加される場合の特則付き
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団体信用生命保険生活習慣病長期入院時保障特約条項付団体信用生命保険がん保障特約条

項（2013）付団体信用生命保険がん診断給付特約条項（本人型）付団体信用生命保険上皮内が

ん・皮膚がん診断給付特約条項（本人型）付団体信用生命保険入院一時給付特約条項付団体信

用生命保険リビング・ニーズ特約条項付団体信用生命保険）を保険会社と締結したときは、

連帯保証人とともに、以下の各号について承諾します。 

1. 借主は、団信契約を締結するにあたり、借主の同意を要する必要が生じたときは、当

行の要求があり次第、直ちに必要な書類を作成することに協力するものとします。 

2. 借主が被保険者となれないこと、その他の理由により本条による保険契約の利益を受

けられない場合、または利益を受けられなくなった場合にも、それについて当行に何

ら異議を述べないものとします。 

3. 借主または連帯保証人は、本条による債務の最終回返済日以前に、被保険者に保険契

約に定める保険事故が発生したときは、遅延なく当行に通知のうえその指示に従うも

のとします。 

4. 前項により当行が生命保険会社から保険金を受領したときは、当行は受領金相当額の

借主の当行に対する債務につき期限のいかんにかかわらず返済があったものとして取

扱うものとします。 

5. 前項の場合、保険事故発生日の翌日以降返済日までの利息、その他費用等不足する金

額については、借主は当行の請求があり次第直ちに支払うものとします。 

6. 万が一被保険者の告知義務違反により生命保険会社より当行が保険金の返還を請求さ

れたときは、借主は、返還すべき金額に相当する本規約による債務につき、直ちに返

済するものとします。 

7. 万が一借主が当行に対する本規約による債務の返済を怠ったまま保険期間経過する場

合は、借主は当行の請求により本保険期限の延長、または別に当行が指定する保険会

社と当行が借主を被保険者、当行を保険金受取人、債務金額を保険金額とし、保険期

間を当行の任意とする生命保険を締結することに同意するものとします。なお、この

場合当行の支払う保険料その他の費用は借主が負担するものとします。 

8. 保険金額は、本規約およびその他すべての当行定めによる債務の金額を基準とし、そ

の算定は当行所定の算出方法によるものとします。 

9. 借主が選択する保障特約の種類により、金利の引き上げがある場合は、基準金利に対

して金利を引き上げして適用します。 

10. 借主は、第 11条に定めるほか、次の一つにでも該当した場合には、当行の請求によっ

て住宅ローン契約による債務全額について期限の利益を失い、直ちに住宅ローン契約

による債務全額を返済します。 

(1) 借主が本条第 1 項に定める同意を撤回し、または必要な書類を作成することに協

力しないため保険契約が締結できないとき 

(2) 借主の団信契約違反、その他借主の責めに帰すべき事由により、保険金が支払わ
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れないことが明らかになったとき 

 

第 15条 火災保険の取扱い  

本規約に基づき負担する一切の債務の担保として抵当権を設定された建物には火災保険に

ご加入いただきます。なお、保険金請求権に対して当行を質権者とする質権を設定いただ

く場合があります。 

 

第 16条 連帯保証  

1. 連帯保証人は、借主が本規約に基づき負担する一切の債務につき、借主と連帯して保

証債務を負い、その履行については本規約に従うものとします。 

2. 連帯保証人は、当行が他の担保または保証を変更、解除等しても、免責を主張するこ

とができないものとします。 

3. 連帯保証人は、借主の当行に対する預金その他の債権をもって相殺は行わないものと

します。 

4. 連帯保証人が借主と当行との取引について、他に保証をしている場合には、その保証

はこの保証契約により変更されないものとし、また、他に限度額の定めのある保証を

している場合には、その保証限度額にこの保証の額を加えるものとします。連帯保証

人が借主と当行との取引について、将来他に保証した場合も同様とします。 

5. 連帯保証人が本規約による保証債務を履行した場合、代位によって当行から取得した

権利は、借主と当行との間に、本規約による残債務または連帯保証人が保証している

他の契約による残債務がある場合には、当行の同意がなければこれを行使しないもの

とします。また、代位の目的となった債権の対価たる金銭については、当行が連帯保

証人に優先して弁済に充当することができるものとします。 

6. 返済条件の変更等、その他本規約が変更されても、この保証債務の内容および効力は

一切影響を受けないものとします。 

 

第 17条 担保  

借主が本規約に関し担保を差入れた場合は、次によります。 

1. 担保価値の減少、借主または連帯保証人の信用不安等の債権保全を必要とする相当の

事由が生じた場合には、当行からの請求により、借主は遅滞なくこの債権を保存しう

る担保、連帯保証人をたて、またはこれを追加、変更するものとします。 

2. 借主および連帯保証人は、担保について現状を変更し、または第三者のために権利を

設定（第三者に賃貸することも含みます。）し、もしくは譲渡するときは、あらかじ

め書面により当行の承諾を得るものとします。 

3. 本規約による債務の期限の到来または期限の利益の喪失後、その債務の履行がない場

合には、必ずしも法定の手続きによらず、一般に妥当と認められる方法、時期、価格
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等により当行において担保を取立または処分のうえ、その取得金から諸費用を差し引

いた残額を、法定の順序にかかわらず、本規約による債務の返済にあてることができ

るものとし、なお、残債務がある場合には、借主は直ちに返済するものとします。ま

た、本規約による債務の返済にあてた後、なお取得金に余剰が生じた場合には、当行

はこれを権利者に返還するものとします。 

4. 借主および連帯保証人の差入れた担保について、事変、災害、輸送途中のやむをえな

い事故等当行の責めに帰すことができない事情によって損害が生じた場合には、当行

は責任を負わないものとします。 

 

第 18条 債権回収会社への業務委託および譲渡  

1. 借主および連帯保証人は、本規約に基づく債権および借主、連帯保証人が当行に対し

負担する一切の債務に関して、当行が必要と認める場合には、「債権管理回収業に関

する特別措置法」に基づき法務大臣より営業許可を受けた債権管理回収会社（以下「債

権回収会社」という）に当該債権の回収を委託し、債権回収会社が当行に代わって借

主および連帯保証人へ請求し、取立てることに同意するものとします。 

2. 借主および連帯保証人は、本規約に基づく債権および借主、連帯保証人が当行に対し

負担する一切の債務に関して、当行が必要と認める場合は、債権回収会社に対し譲渡

することに承諾するものとします。 

3. 借主および連帯保証人は、債権回収会社が本条第 1項および第 2項の行為を行うにあ

たり、必要な範囲内において、当行が債権回収会社に対し借主の個人情報を利用、提

供することに同意するものとします。  

 

第 19条 債権回収会社以外への債権譲渡  

1. 借主および連帯保証人は、当行が将来、本規約による債権を他の金融機関等に譲渡（以

下本条においては信託を含む）する場合があること、また、当行が譲渡した債権を再

び譲り受ける場合があることをあらかじめ承諾するものとします。この場合、借主に

対する通知は省略することができるものとします。 

2. 前項の定めにより、当行が債権を他に譲渡した場合、当行は譲渡した債権に関し、譲

受人（以下本条においては信託の受託者を含む）の代理人になることができるものと

します。この場合、借主は当行に対して、従来どおり本規約に定める方法によって毎

回の約定返済金額を支払い、当行はこれを譲受人に交付するものとします。 

 

第 20条 公正証書の作成等 

借主および連帯保証人は、当行の請求があるときには、直ちにこの契約による債務につい

て、強制執行の認諾のある公正証書を作成するため、必要な手続きをとるものとします。

このために要した費用については借主および連帯保証人が負担するものとします。 
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第 21条 住民票等の取得同意 

債権保全等の理由で当行が必要と認めた場合、借主および連帯保証人は、当行が借主また

は連帯保証人の住民票の写し等を取得することに同意します。 

 

第 22条 諸費用の負担および支払方法 

1. 借主は本規約にかかわる次の各号に定める費用を負担するものとします。 

（1） 事務手数料、繰上返済手数料、金利タイプの変更手数料、条件変更手数料等当行

所定の各種手数料、ただし、これらの費用は、利息との合計で、利息制限法の範

囲内とします。 

（2） 契約に関する印紙代、損害保険の質権設定、その確定日付取得に関する費用およ

び質権設定された損害保険の保険料 

（3） 抵当権の設定、抹消または変更の登記に関する費用 

（4） 担保物件の調査、取立てまたは処分に関する費用 

（5） 借主または連帯保証人に対する督促・権利の行使または保全に関する費用 

2. 前項各号に定める借主負担の諸費用については、当行所定の日までに第 2 条に定める

返済用口座に預入れるのとし、当行は当行所定の日に、その金額を払戻請求書無しに

自動的に引落すことにより、当行が受取りまたは所定の先へ支払うものとします。た

だし当行が特に認めた場合には、借主による振込等他の方法によることができるもの

とします。 

 

第 23条 当行からの相殺  

1. 当行は、本規約による債務のうち約定返済日が到来したもの、または第 11条（期限の

利益喪失）によって返済しなければならない本規約による債務全額と、借主の銀行預

金その他の債権とを、その債権の期限または通貨にかかわらず、いつでも相殺できる

ものとします。この場合、当行は事前の通知および所定の手続きを省略し、諸預け金

を払戻し、借主の債務の弁済に充当することができます。 

2. 前項により相殺する場合、債権債務の利息および遅延損害金等の計算については、そ

の期間を計算実行日の前日までとし、預金の金利については当行の定めによるものと

します。また、外国為替相場については当行の計算実行時の相場を適用するものとし

ます。 

 

第 24条 借主からの相殺 

1. 借主は、本規約による債務と期限の到来している借主の当行に対する預金その他の債

権とを、本規約による債務の期限が未到来であっても、相殺することができます。た

だし、第 19条に基づき、当行が本規約による債権を他の金融機関等に譲渡した場合（第



 
 
 

K017-20201130 
 

三者対抗要件のみを備えた場合を含みます。）には、借主は、auじぶん銀行取引規約

その他の当行の規約における相殺に関する規定の内容にかかわらず、本規約による債

務と借主の当行に対する預金その他の債権とを相殺することはできないものとします。

なお、ただし書きの場合でも、第 12条に基づく繰上返済は制限されず、また、借主が

繰上返済を行うために当行に預金の払戻し（定期預金や仕組預金の期限前解約を伴う

払戻しを含みます。）を請求した場合には、法令または auじぶん銀行取引規約その他

の当行の規約に基づいて当該預金に係る取引が禁止または停止されている場合など正

当な理由がある場合を除き、当行はかかる請求を拒むことはできないものとします。 

2. 前項により相殺する際は、事前に書面により相殺を通知するものとし、相殺の手続き

は当行の定めるところによるものとします。 

3. 本条第 1項により相殺する場合は、債権債務の利息および損害金の計算については、

その期間を相殺通知到達日の前日までとし、預金等の金利、外国為替相場については

当行の定めによるものとします。 

 

第 25条 債務の返済等にあてる順序 

1. 借主につき本規約に基づく債務のほかに当行に対する他の債務がある場合に、第 23条

により当行から相殺するときは、当行は債権保全上の事由により、どの債務との相殺

にあてるかを指定することができるものとし、その指定に対して借主は異議を述べる

ことはできないものとします。 

2. 借主から相殺する場合の債務の指定は次の各号の通りとします。 

（1） 借主は本規約に基づく債務のほかに当行に対する他の債務がある場合に、債務の

返済または第 24条により相殺するときは、どの債務の返済または相殺にあてるか

を事前に書面による通知をもって指定することができます。 

（2） 借主が前号による指定をしなかったときは、当行がどの債務の返済または相殺に

あてるかを指定できるものとし、これをすみやかに書面をもって通知するものと

します。この場合、借主はその指定に対しては異議を述べないものとします。 

3. 借主の債務のうち一つでも返済が遅延している場合等において、前項第 1号に定めら

れた借主の指定により、債権保全上支障が生じるおそれがあるときは、当行は遅延な

く意義を述べ、担保・保証の状況等を考慮して返済または相殺する債務を指定するこ

とができるものとします。 

4. 本条第 2項第 2号または、第 3項によって、当行が指定する借主の債務については、

その期限が到来したものとして、当行は相殺することができるものとします。 

 

第 26条  告知、通知または照会の方法 

1. 借主は、本規約に関し当行が借主への告知、通知または照会をする場合に、当行ウェ

ブサイトへの掲示、または電話、Eメール、C メールその他の方法により行われること
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に同意するものとします。なお、告知、通知または照会をする際に、借主に通信料等

が発生する場合、この費用は借主の負担となります。 

2. 届出のあった電話番号、Eメールアドレスまたは住所宛てに当行が通知を発信した場合

または送付書類を発送した場合には、借主の通信事情等の理由により延着しまたは到

達しなかった場合でも、通常到達すべきときに到達したものとみなします。 

 

第 27条  届出事項の変更 

1. 借主は氏名、住所、勤務先、勤務地、電話番号その他の当行に届け出た事項に変更が

あったときは直ちに当行所定の方法により届け出るものとします。 

2. 借主が前項の届出を怠ったため、当行が借主から最後に届出のあった氏名、住所にあ

てて通知または送付書類を発送したにもかかわらず、延着または到達しなかった場合

には、通常到達すべきときに到達したものとします。また、借主の責めに帰すべき理

由により配達された郵便物が受領されない等の場合も同様とします。 

 

第 28条 成年後見人の届出 

1. 借主またはその代理人は、家庭裁判所の審判により、借主について、補助、補佐、後

見が開始された場合には、直ちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によっ

て当行に届け出るものとします。 

2. 借主またはその代理人は、家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた

場合には、直ちに任意後見人の氏名等その他必要な事項を届け出るものとします。 

3. 借主またはその代理人は、既に補助、補佐、後見開始の審判を受けている場合、また

は任意後見監督人の選任がなされている場合にも本条第 1項および第 2項と同様に届

け出るものとします。 

4. 借主またはその代理人は、本条第 1項から第 3項の届出事項に取消または変更等が生

じた場合にも同様に当行に届け出るものとします。 

5. 本条第 1項から第 4項の届出の前に生じた損害については、当行は責任を負わないも

のとします。 

6. 連帯保証人についても、本条第 1項から第 5項を適用するものとし、当行が必要と認

めた場合、借主は連帯保証人の追加もしくは変更をすることに同意するものとします。

なお、届出前に行った保証については、当然に有効であることを確認します。 

 

第 29条 反社会的勢力の排除 

1. 借主および連帯保証人は、自己又は自己の役員等（取締役、会計参与、監査役、執行

役又は会計監査人をいう。以下「役員等」という場合同じ。）が、現在、暴力団、暴

力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団

関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これ
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らに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という）に該当しないこと、および次の

各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを

確約するものとします。 

（1） 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

（2） 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

（3） 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える

目的をもってする等、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有す

ること 

（4） 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしている

と認められる関係を有すること 

（5） 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有すること 

2. 借主または連帯保証人は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一つにでも該当す

る行為を行わないことを確約するものとします。 

（1） 暴力的な要求行為 

（2） 法的な責任を超えた不当な要求行為 

（3） 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

（4） 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、または当行

の業務を妨害する行為 

（5） その他前各号に準ずる行為 

3. 借主および連帯保証人が、第 1項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号のいず

れかに該当する行為をし、または第 1項にもとづく表明・確約に関して虚偽の申告を

したことが判明した場合には、直ちにその事実を当行に報告するとともに、当行の指

示に従うものとする。借主または連帯保証人との取引を継続することが不適切である

場合には、借主または連帯保証人は当行から請求があり次第、当行に対するいっさい

の債務の期限の利益を失い、直ちに債務を返済します。 

4. 借主または連帯保証人が以下の各号のいずれかに該当した場合には、当行は催告をし

ないで直ちに、書面による通知により、本規約の全部または一部を解除することがで

きる。なお、当行の本項による解除により被解除者に損害が生じた場合でも、被解除

者は当行に対し何らの請求もしないものとします。また、当行の本項による解除によ

り当行に損害が生じたときは、被解除者は当該損害を賠償する責任を負うものとしま

す。 

(1)   第 1項の（1）から（5）までのいずれかに該当した場合 

(2)   第 2項の（1）から（5）までのいずれかに該当する行為をした場合 

(3)   第 1項に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

5. 借主または連帯保証人が、前項各号のいずれかの事由に該当した場合には、当行の
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書面による請求により、借主または連帯保証人は、本規約に基づき当行に対して負担

する一切の債務の期限の利益を失い、当行に対して、当該債務を直ちに一括して弁済

しなければならないものとします。 

 

第 30条 当行普通預金口座の猶予について 

1. 当行は、当行の判断で、住宅ローン契約の締結時までに必要な借主の円普通預金口座

の開設を、一定期間猶予することができます。 

2. 前項の場合であっても、借主は、当行との間で締結した住宅ローン契約に関し、本規

約のほか、auじぶん銀行取引規約が適用されることについて、異議を述べないものと

します。 

3. 第 1項の猶予は、あくまでも一時的なもので、当行への返済用口座として当行の円普

通預金口座開設が不要になるものではございません。借主は、初回の約定返済日まで

に円普通預金口座の開設が完了しない場合、当行の請求によって本規約による債務全

額について期限の利益を失い、本規約に定める返済方法によらず直ちに本規約による

債務全額を返済するものとします。 

 

第 31条 規約の準用 

当行との取引に関し、この規約の定めのない事項については、別途契約する「不動産抵当

権設定契約書兼連帯保証人に関する契約書」、当行所定の方法により掲示する「auじぶん

銀行取引規約」等に付随して当行が定め、当行ウェブサイトに掲示する他の規約、方針等

すべて当行の定めによるものとします。当行の規約は当行ウェブサイトで確認することが

できます。 

 

第 32条 規約の変更 

当行は、この規約の内容を変更する場合があります。その場合には、当行は変更日および

変更内容を当行のウェブサイトへ掲示することにより告知し、変更日以降は変更後の内容

により、取扱うものとします。 

 

第 33条 その他特約事項 

借主は当行のご利用時間であっても、機械の故障・停電、その他当行の責めによらない事

由により取引ができない場合があることを承認します。 

 

第 34条 報告および調査 

1. 当行が債権保全上必要と認め、財産、収入等について、資料の提供または報告を求め

たときは、借主は直ちにこれに応じるものとします。 
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2. 借主は財産、収入等について重大な変化が生じたとき、または生じるおそれのあると

きは、当行に報告するものとします。 

 

第 35条 危険負担等 

1. 当行に差入れた契約書類等（電磁的方法により当行に提供した情報を含む）が事変、

災害、輸送途中の事故等やむをえない事情によって、紛失、滅失、損傷または延着し

た場合には、当行の帳簿、伝票、データベース等の記録に基づいて債務を弁済するも

のとします。なお、この場合、借主は当行からの請求があれば直ちに代わりの証書等

を差入れ、または当行所定の方法（電磁的方法を含む）により代わりの情報を提供し

ます。 

2. 借主に対する権利の行使もしくは保全、または担保の取り立てもしくは処分に要した

費用、および借主の権利を保全するため当行の協力を依頼した場合に要した費用は借

主が負担します。 

3. 当行が、借主が入力した暗証番号もしくはログインパスワードを当行の記録と照合し、

相違ないと認めて取引したときは、これらにつき偽造・変造または盗用等の事故があ

っても、これらを使用・入力して行われた取引については借主本人が行ったものとみ

なし、事故によって生じた損害は借主の負担とし、当行は責任を負いません。 

 

第 36条 準拠法および合意管轄 

1. 当行との取引についての準拠法は、日本法とします。 

2. 当行との取引に関して訴訟等の必要が生じた場合には、当行本社を管轄する裁判所を

専属的管轄裁判所とします。 

 

以上 

 

 

個人信用情報機関の利用等  

1. 借主、連帯保証人もしくは担保提供者のうち、いずれかまたは複数を兼ねる場合には複数を

指し、以下「借主等」という。借主等は、銀行が加盟し利用する個人信用情報機関および同

機関と提携する個人信用情報機関に借主等の個人情報(当該各機関の加盟会員によっ

て登録される契約内容、返済状況等の情報のほか、当該各機関によって登録される不

渡情報、破産等の官報情報等を含む。) が登録されている場合には、銀行がそれを与

信取引上の判断 (返済能力または転居先の調査をいう。ただし、銀行法施行規則第 13

条の 6の 6により、返済能力に関する情報については返済能力の調査の目的に限る。

以下同じ。)のために利用することに同意します。 



 
 
 

K017-20201130 
 

2. 銀行が本申込みに関して、銀行の加盟する個人信用情報機関を利用した場合、借主等

は、その利用した日および本申込みの内容等が同機関にそれぞれ定める期間登録され、

同機関の加盟会員によって自己の取引上の判断のために利用されることに同意します。 

3. 前 2項に規定する個人信用情報機関は次の通りです。各機関の加盟資格、会員名等は、

各機関のウェブサイトに掲載されております。なお、個人信用情報機関に登録されて

いる情報の開示は、各機関で行います(銀行で係る情報の開示はできません)。 

（1） 銀行が加盟する個人信用情報機関 

① 全国銀行個人信用情報センター 

http://www.zenginkyo.or.jp/pcic/index.html 

TEL: 03-3214-5020  

② 株式会社日本信用情報機構 

http://www.jicc.co.jp/  

TEL: 0570-055-955 

（2） 銀行が加盟する個人信用情報機関と提携する個人信用情報機関 

① 株式会社シー・アイ・シー 

http://www.cic.co.jp/  

TEL: 0120-810-414 

 

個人信用情報機関への登録等  

1. 借主等は、下表の個人情報(その履歴も含む)が、銀行が加盟する個人信用情報機関に

下表に定める期間登録され、同機関および同機関と提携する個人信用情報機関の加盟

会員にて自己の与信取引上の判断(返済能力または転居先の調査をいう。ただし、銀行

法施行規則等により、返済能力に関する情報については返済能力の調査の目的に限

る。)のために利用されることに同意します。 

 

（1） 全国銀行個人信用情報センター  

登録情報 登録期間 

氏名、生年月日、性別、住所(本人への郵

便不着の有無等を含む)、電話番号、勤務

先等の本人情報 

下記の情報のいずれかが登録されてい

る期間 

借入金額、借入日、最終返済期日等の本申

込みによる契約の内容およびその返済状

況(延滞、代位弁済、強制回収手続、解約、

完済等の事実を含む) 

本申込みによる契約の契約期間中およ

び契約終了日(完済していない場合は完

済日)から 5年を超えない期間 

http://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
http://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
http://www.jicc.co.jp/
http://www.jicc.co.jp/
http://www.cic.co.jp/
http://www.cic.co.jp/
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銀行が加盟する個人信用情報機関を利用

した日および本申込みによる契約または

その申込みの内容等 

当該利用日から 1年を超えない期間 

不渡情報 

第 1回目不渡は不渡発生日から 6ヶ月を

超えない期間、取引停止処分は取引停止

処分日から 5年を超えない期間 

官報情報 
破産手続開始決定等を受けた日から 10

年を超えない期間 

登録情報に関する苦情を受け、調査中であ

る旨 
当該調査中の期間 

本人確認書類の紛失・盗難等の本人申告情

報 

本人から申告のあった日から 5年を超え

ない期間 

（2） 株式会社日本信用情報機構  

登録情報 登録期間 

本人を特定するための情報(氏名、生年月

日、性別、住所、電話番号、勤務先、勤務

先電話番号、運転免許証等の記号番号等)  

下記の情報のいずれかが登録されてい

る期間  

契約内容に関する情報(契約の種類、契約

日、貸付日、契約金額、貸付金額、保証額

等)および返済状況に関する情報(入金日、

入金予定日、残高金額・完済日、延滞、延

滞解消)  

契約継続中および契約終了後 5年以内  

取引事実に関する情報(債権回収、債務整

理、保証履行、強制解約、破産申立、債権

譲渡等) 

契約継続中および契約終了後 5年以内

(ただし、債権譲渡の事実に係る情報に

ついては当該事実の発生日から 1年以

内) 

本申込みに基づく個人情報(本人を特定す

る情報、ならびに申込日および申込商品種

別等の情報) 

照会日から 6ヶ月以内  

2. 借主等は、前項の個人情報が、その正確性･最新性維持、苦情処理、個人信用情報機関

による加盟会員に対する規則遵守状況のモニタリング等の個人情報の保護と適正な利

用の確保のために必要な範囲において、個人信用情報機関およびその加盟会員によっ

て相互に提供または利用されることに同意します。 

3. 前2項に規定する個人信用情報機関は次の通りです。各機関の加盟資格、会員名等は、各

機関のウェブサイトに掲載されております。なお、個人信用情報機関に登録されている情報の
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開示は、各機関で行います（銀行で係る情報の開示はできません）。 

（1） 銀行が加盟する個人信用情報機関 

① 全国銀行個人信用情報センター 

http://www.zenginkyo.or.jp/pcic/index.html 

      TEL: 03-3214-5020 

② 株式会社日本信用情報機構 

http://www.jicc.co.jp/  

TEL: 0570-055-955 

（2） 銀行が加盟する個人信用情報機関と提携する個人信用情報機関 

① 株式会社シー・アイ・シー 

http://www.cic.co.jp/  

TEL: 0120-810-414 

 

じぶんでんきについて 

「じぶんでんき」は、KDDI株式会社が当行の住宅ローンをご利用のお客さま向けに提供す

る電気サービスです。提供エリアは全国(沖縄県、一部離島除きます)となり、提供エリア

毎の小売電気事業者は、関西電力エリア: 関西電力株式会社、中国電力エリア: 中国電力

株式会社、中部電力エリア: 中部電力株式会社、東京電力エリア：東京電力エナジーパー

トナー株式会社、その他の提供エリア: KDDI株式会社となります。その他のサービス内容

は、KDDI株式会社が定めるところによります。なお、KDDI株式会社が別途提供する「auで

んき」とは異なるサービスとなります。 

 

以上 

 

【2020年 11月 30日現在】 

 

 

http://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
http://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
http://www.jicc.co.jp/
http://www.jicc.co.jp/
http://www.cic.co.jp/
http://www.cic.co.jp/
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じぶんでんきによる金利引下げに関する特約 

 

本「じぶんでんきによる金利引下げに関する特約」（以下「本特約」という）は、お客さまが KDDI株

式会社がサービス提供するじぶんでんきの契約または申込み（以下「契約等」という）を行った場合

に、お客さまがauじぶん銀行株式会社（以下「当行」という）との間で締結した住宅ローン規約に係

る契約に基づく借入に対して適用される金利の引下げについて規定するものです。本特約が定め

る条項を除くものは、住宅ローン規約の各条項および au じぶん銀行取引規約の定めに従うものと

します。 

 

第 1条 じぶんでんきについて 

1. 「じぶんでんき」は、KDDIが提供する auじぶん銀行の住宅ローンをご利用のお客さ

ま向けに提供する電気サービスです。提供エリアは全国(沖縄県、一部離島除きます)となり、

提供エリア毎の小売電気事業者は、関西電力エリア: 関西電力株式会社、中国電力エリア: 

中国電力株式会社、中部電力エリア: 中部電力株式会社、東京電力エリア：東京電力エナジ

ーパートナー株式会社、その他の提供エリア: KDDI株式会社となります。その他のサービス

内容は、KDDI株式会社が定めるところによります。なお、KDDI株式会社が別途提供する

「auでんき」とは異なるサービスとなります。 

 

第 2条 じぶんでんきによる金利引下げの適用 

1. じぶんでんきの契約等による金利引下げは、次項以下に定めるところに従い、住宅ローン規

約に従って定まる借入金利から年 0.03%を引下げます。 

2. お客さまが、住宅ローンの契約手続申込までに、じぶんでんきを契約した場合には、前項の

金利引下げが適用されます。 

3. 住宅ローンの契約手続申込までにじぶんでんきの契約が完了できない場合は、住宅ローンの

契約手続申込までにじぶんでんきの契約を申込し、申込が有効な場合、第 1 項の金利引下

げが適用されます。ただし、理由のいかんにかかわらず、じぶんでんきの契約が成立しなかっ

た場合は、適用されません。 

4. 前 2項の金利引き下げは、当行所定の日を基準に適用開始いたします。 

 

第 3条 じぶんでんきによる金利引下げの終了 

１．じぶんでんきによる金利引下げは、次の各号のいずれかに該当すると当行が判断した場合、自

動的に終了するものとし、当行は、当行が次の各号に該当すると判断した日の属する月の翌月

の約定返済日の翌日から適用される借入金利について前条第 1 項による金利引下げを終了し

ます。 

（１）理由のいかんにかかわらずじぶんでんきの契約が解約または終了したとき。 

（２）住宅ローンの契約が終了したとき。 
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（３）じぶんでんきの契約の申込が申込取消等で無効となったとき。 

（４）その他理由のいかんにかかわらずじぶんでんきの契約が成立しなかったとき。 

（５）住宅ローンの契約またはじぶんでんきの契約が不正であることが判明したとき。 

（6）住宅ローンの債務が履行されていないとき。 

2. 前項によるじぶんでんきの契約等による金利引下げの終了に関しては、住宅ローン規約 第 3

条 3(2)に定める 125%ルール、5年ルールの適用対象外となります。 

 

第 4条 住宅ローンの契約締結済みのお客さまに対する本特約の準用 

住宅ローンの契約を締結済みであって、当行所定の基準を満たすお客さまがじぶんでんきの契約

等を行った場合には、本特約の各条を準用するものとします。 

 

 

以上 

 

【2020年 11月 30日現在】 
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